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１．はじめに 

 

 災害対応のための情報システムのあり方に関し

て，吉川・畑山は阪神・淡路大震災や新潟県中越

地震における情報処理技術を用いた自治体支援活

動を通して得た経験をもとに，「どのような情報を，

どのような体制や技術を用いて集めるのか」，「誰

がどのように蓄積・管理していくのか」，「どのよ

うに利用していくのか」「誰に対してどのように公

開していくのか」という観点から情報システムの

あり方について整理し，今後も発生する可能性が

高いと指摘されている都市型大災害に対し，「どの

ような体制や情報を準備しておくべきか」に関し

ての考察を行った 1)．しかし，ここでは概念を列

挙したに過ぎず，経験から得られた知識としての

整理は行われていない． 

 本研究では，災害発生直後から復旧期・復興期

を経て平常に至るまでの災害サイクルの中で必要

とされる様々な災害対応活動をサポートするため

の情報システムに関する検討を行う．特に本報告

では，災害対応の中でも最も必要とされているが，

最も難しいと考えられる被災地内における情報処

理について考察する．災害対応のフェーズで必要

とされる 
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情報処理システムの機能として，基本情報の取得，

災害状況情報の整理，災害時の対応業務への利用，

平常時システムとの連動をとりあげ，新潟県中越

地震における調査・支援活動と阪神・淡路大震災

での経験をもとに考察を行う． 

 

２．中越地震における災害情報 

（１）災害地域の特定と概要把握 

 阪神・淡路大震災の経験から被害の大きな地

域に囲まれた情報空白地域が，被害の甚大な地

域と特定することは可能であったが，そこで情

報が途絶えてしまい，その後の概要把握には時

間がかかった．中山間地であるがゆえに，被害

の激しい地域が集落単位の点になり，点をつな

ぐために必要なライフライン（交通，通信，電

気など）が物理的に寸断されたことが原因と思

われる（国土地理院の報告 2）によると，震源付

近の電子基準点 10 点は停電が原因と思われる

ことによりデータ回収不能であったとのことで

ある）． 

 収集された情報の発信や共有には課題が残っ

たと考えられる．全容を把握するためには，位

置関係を視覚的に捉えることが可能な地図上へ

の情報整理が必要である．国土地理院は，災害

前の平常時の状態をもとに被災地の調査や情報

整理を行うために，10 月 24 日に震災対策用図

と し て 長 岡 ， 小 千 谷 地 区 と 十 日 町 地 区 の

1/30,000 の地図と，長岡北，長岡南，小千谷，

十日町の空中写真を政府調査団に提供してい

る．さらに 10 月 24 日の早朝には航空写真が撮

影され，翌 25 日には一般公開（Web ページと地

方測量部での閲覧）されており，さらに，その



後，随時，被害情報が更新されていた．また，

11 月には新潟県中越地震復旧・復興ＧＩＳプロ

ジェクト 3)による Web ページが作成され，高頻

度な情報の更新がなされた．土木学会第二次調

査団調査結果もこのホームページ上の 1 コンテ

ンツとして整理されている．しかし，これらの

情報公開の方式は，オンデマンド方式（利用者

の要求があった時にサービスを提供する方式．

WWW やメールをはじめとするインターネット上

のデータ配信は，ほとんどがこの方式である）

であり，利用環境やスキルが整っていることが

前提にある．この前提から考えると，被災地内

の情報を求めた被災地外の人にとって有効な公

開方法であったことは認められるが，被災地内

の人にとっては，有効であったとは言い切れな

い．実際，11 月 3 日の川口町役場では，住民へ

の情報は，掲示板に紙の情報を貼り付けたかた

ちで提供されており，その内容は手書きのもの

か FAX によるものが中心であった． 

 被災地内外を問わず，人々は新聞，テレビ，

ラジオなどのマスコミ報道からの情報に期待し

ていた．阪神・淡路大震災時のときは，「マス

コミ報道の多くは被害の激甚な地域，衝撃的映

像に集中し，全体状況の把握，応急対応という

面から必要な情報が必ずしも十分には流されな

かった」という報告 4)もある一方で，「マスコ

ミ報道によって，初めて被災地の実態が被災地

外へと伝えられ，それが，広範な災害救助，被

災地支援につながっている」という見方もあっ

た 5)．中越地震でもこの傾向はほとんど変わら

ずであったと思われる．具体的には，災害直後

は，脱線した新幹線であり，村全体が孤立し全

村民が避難した山古志村ばかりが報道された．

その後，住民が道路の上に SOS メッセージを書

いて被災地の深刻な状況を被災地外に知らせた

ことにより川口町が取上げられ，土砂崩れ現場

からの奇跡の生還劇といった具合であり，逆に

このような「絵になるもの」がなくなれば被災

地の報道はなされなくなっていった．上記のよ

うな公開情報とリンクし，幅広い地域を紹介す

ることで，報道による利点の部分を強調でき，

より有効な情報伝達手段となりうると考える．

また，全国を対象とした報道では取上げにくい

情報を，地域に密着し，細やかに伝えているマ

スメディアとして，地方紙，ケーブルテレビ，

コミュニティ FM などのローカルメディアが挙

げられる．今回，調査に協力いただいた新潟日

報では，県庁，各市役所，各避難所からの情報

をきめ細かに集め掲載し，被災者が必要として

いる情報の配信に努めていた．このようなロー

カルメディアからの情報発信は，今回みられた

情報課題を解決する１つの手段であると考えら

れる． 

 

（２）住民の安否確認と救助活動 

 住民の安否確認については，阪神・淡路大震災

の教訓が生かされ，様々な情報システムが構築さ

れた．特に，伝言板サービスは強力なツールとし

て有効に利用されたことが報告されている．しか

しながら，これらにより阪神・淡路大震災のとき

に指摘された課題を含めたすべての問題が解消

された訳ではない．これらの課題を明らかにし，

次に来る大災害に生かすべく考察を行う． 

 災害直後，NHK では，安否情報を放送した．NHK

に，被災地内外からの安否に関する情報を電話，

インターナットから受け付け，それを読み上げる

（テレビではテロップも平行して出ていた）とい

う形であった．安否情報は新潟県在住者に向け，

県外在住者から氏名，住所，「連絡ください」な

どのメッセージを伝えるものが中心であったが，

連絡したくてもできない被災地内の人向けでは，

それほど有効とは思えない．テレビ，ラジオが不

特定多数の人々への情報伝達に優れていること

を考えれば，情報は少なくとも，被災地内の人か

ら被災地外の人への情報伝達を優先すべきと思

われる．また，NHK に寄せられた情報のデータベ

ース化と検索サービスも，行っていたが，被災地

外の人の方が，利用できる環境を持っていること

を考えれば，同様に被災地内から被災地外への情

報伝達を支援することが有効であろう． 

 NTT は災害用伝言ダイヤル「171」というサービ

スを行った．これ自身は被災地内外からの情報

を，ある場所に録音し，その情報に複数の人がア

クセスすることで情報共有を可能にするシステ



ムである．被災地内から情報を発信できた場合

は，うまく情報共有可能なシステムであるため大

変強力なシステムであるが，固定電話，携帯電話

ともに通信の集中による通話障害が発生したこ

と，ケーブルの断線や停電による交換機の停止，

携帯電話のサービスエリア外地域の存在したこ

となどにより，被災地内からの情報を登録できな

い場合があった．通話の集中は県外からの通信を

制限することで混乱を解消したとの報告 6)があ

り，阪神・淡路大震災以降，確実に課題解決に向

かっていることを伺わせる．今後は，サービス提

供側だけでなく，サービス利用者側の工夫も必要

となるだろう．また，NTT ドコモは，i モード向

け災害用伝言板サービスを行った 7)．これは非常

に有効なシステムであり，災害直後から開始した

サービスは 25 日朝の時点で 5 万件を超えるなど

多数の利用者があった．しかし，閲覧はキャリア

を選ばないものの，登録が NTT ドコモからしかで

きないという課題があり，どのキャリアの端末か

らでも自由に登録できる仕組みを構築すること

が望まれる． 

 被災地内での安否確認情報の共有については，

今回も課題として残る．避難所リストの作成と被

災地内での共有により，被災地で離れ離れになっ

た家族に安否の情報を届けられるようにするこ

とが求められる． 

 

（３）仮生活基盤の確保 

 住民に対しては（１）でも触れたがローカルメ

ディアによる生活情報の提供が有効であった．大

災害では，復旧，復興とステージを変えていく中

で長期にわたって，決め細やかな地域の情報を提

供できるローカルメディアが情報共有の担い手

の１つとして重要な役割を果たすと思われる．阪

神・淡路大震災の際にも，コミュニティ FM によ

る情報提供が地域の情報共有の担い手として注

目され，現在でも次の災害が起きた際にはその役

割を期待されていることを考慮すると，この傾向

は今後さらに強くなると思われる． 

 

（４）復旧・復興に向けた活動 

 ライフラインの復旧にも情報共有が重要な要

素である．調査に協力いただいた東北電力では，

復旧活動において配電ナビゲーションシステム

を用いた情報共有を行ったとのことである．この

システムは東北電力全体で利用されているため，

土地勘のない他地域の応援職員も場所を間違う

ことなく作業につけた．また，作業に必要な情報

や作業の報告は，平常時に利用している方法で管

理されていたため，迅速な対応が可能であった．

しかし，場所によっては，電気の復旧作業を行う

ために，作業現場に行くための道路の復旧をまず

行ってもらう必要があり，このような相互連関に

情報システムが対応することが今後の課題とな

るだろう． 

 自治体では，復旧・復興に向けて，マクロな視

点からの情報ではなく，ミクロな被災情報の収集

と管理が必要となった．雪の季節を直前に控え，

時間と戦いながら被災家屋の状況を写真に収め

地図上で整理し，罹災証明の発行，倒壊家屋の解

体撤去が行われた． 

 

３．被災地内での復旧・復興活動の情報処理シス

テムによる支援 

 

 本調査の延長として川口町や十日町では現場

把握のための全建物の写真撮影と GIS 上への登録

を行うことでこれに対応した．また復興にむけて

の調査の情報もこれとあわせて登録することで，

罹災証明発行の支援と発行された罹災証明情報

を管理可能とした．これらの作業は，大量な情報

の受付と管理が必要であり，情報処理システムが

効果的に利用できる分野である．これら作業を円

滑に行うには，作業の基本となる情報（固定資産

情報など）を事前から地理情報としてデータベー

ス化しておくことが理想であることは，阪神・淡

路大震災以降，指摘されてきた事項である．しか

し，もしそのような情報が事前に用意できなかっ

たとしても，自治体の規模や被災度によっては，

それらの作業が必要となる災害発生後，一週間か

ら一ヶ月の間に支援グループによる準備も可能

であろう．今回は，関係機関から様々な情報を入

手し，これらを重ね合わせ，紙地図しかない場合

は，入力することで対応した．地理情報システム



は，阪神・淡路大震災以降，京都大学防災研究所

を中心に開発されてきた時空間地理情報システ

ムである DiMSIS8)が用いられた．自治体職員は災

害直後から様々な対応に追われ，見慣れない情報

処理システムによる先を見越した対応策にまで

頭が回らないことも往々にしてあるため，このよ

うな支援は受け入れられないこともある．このよ

うな支援を受け入れられるためには災害時を想

定した事前の対策検討が必要であろう． 

 

４．おわりに 

 

 災害情報という観点から，中越地震での対応に

ついて検討した．情報課題が浮き彫りになった阪

神・淡路大震災の教訓が，様々な部分で生かされ

たが，まだ，すべての課題が解決できたわけでは

ない．被災地外での情報共有はインターネットの

活用によりめざましい進化を遂げ，被災地内から

被災地外への情報発信は，伝言板サービスなどに

より，その方向性が見えてきたのに対し，被災地

外から被災地内，被災地内同士での情報共有はま

だまだ課題が多いことが浮き彫りになった．災害

時にもっとも情報を必要としている被災者と被

災者対応する自治体職員に有効な情報システム

の検討，開発が求められる． 
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